
1．調査の概要

1．1．調査の目的と実施状況

本稿は，２０１８年より実施している「青少年期から成人期への移行につい

ての追跡的研究」（Japan Education Longitudinal Study：JELS）の第三次報

告書である。なお，これまでのJELS調査については，中西（２０１７），中西・

耳塚（２０２０），耳塚ほか（２０２２）などを参照されたい。

私たちは地方中核市（A県B市，人口約３５万人）を調査エリアに選定し，

学力格差縮小の処方箋を得ることを目的とした調査を行っている。本調査は

追跡的研究である。２０１８年度の小学校４年生（２００９年生まれコーホート）

を第一波調査の対象とし，当該学年が中学校を卒業するまで毎年追跡するパ
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ネル調査を計画している。その調査内容は，（１）児童・生徒質問紙調査，（２）

同・学力調査，（３）保護者対象質問紙調査を実施することであり，その上で，

青少年の学力および進路形成過程を総合的に把握し，家庭的背景・文化的経

済的環境と，教師のペダゴジーや指導実践との間の相互作用を社会学的に明

らかにし，学力格差縮小への処方箋を得ることを試みる。

これまでに実施した調査および今後に実施予定の調査は表１-１にまとめ

た。表中に〇が記された箇所が実施済み調査である。B市教育委員会が毎年

度実施する標準学力検査（Norm Referenced Test：NRT）を提供しても

らっている。なお，２０１９年度の保護者調査は滞りなく実施できた。２０２０年

度の児童生徒調査はCovid-１９の流行を踏まえて調査時期の調整を迫られた

が，B市教育委員会からの多大な協力を受けながら実施することができた。

児童生徒 保護者
配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率

小5 ─ ─ ─ 3269 2830 86．6％
小6 3269 3021 92．4％ ─ ─ ─
中1 3038 2581 85．0％ 3038 1991 65．5％
中2 3025 2565 84．8％ ─ ─ ─
中3 調査中 調査中

表１-２．２０２３年１１月現在のデータ回収状況

学力データ 児童生徒調査データ 保護者調査データ
2018年度 小4 〇 × ×
2019年度 小5 〇 × 〇
2020年度 小6 〇 〇 ×
2021年度 中1 〇 〇 〇
2022年度 中2 〇 〇 ×
2023年度 中3 調査中 調査中 調査中

表１-１．JELS第二期調査の実施状況
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また，保護者調査および児童生徒調査の回収状況は，表１-２にまとめて

いる。やや回収率が低下傾向なことは懸案事項である。

1．２．本稿の構成と分析に用いる変数

本稿で第２章より展開する分析は以下の４点である（括弧内は分析担当

者）。

第２章：パネルデータを用いた学習時間の「効果」の検証（中西啓喜）

第３章：コロナウィルス感染拡大による世帯所得の変化とその影響（蟹江

教子）

第４章：ジェンダーによる数学に対する意識の差異（垂見裕子）

第５章：進学を希望する高校についての分析（王杰（傑））

以下に展開する分析に共通する変数として，学力と社会経済的背景

（Socio-economic Status：SES）それぞれの変数の構成についてここで説明し

ておく。

学力は，既述の通り，標準学力検査（NTR）のスコアをそのまま用いる。

学力変数の基礎集計は表１-３にまとめた。

SES変数は，保護者調査における世帯年収と父母学歴が持つ情報を集約し

た。変数は，２０２１年度保護者調査の世帯所得と父母学歴の回答を基準とし，

その欠損値を２０１９年度保護者調査の回答で補ったうえで，世帯所得と父母

の教育年数のZスコアの平均値を算出し，SESの値とする。よって，平均値

が０，標準偏差が１である。

欠損値の処理については，父母の学歴はそれぞれ教育年数に変換し平均値

をとって１つの指標とする。父親または母親の回答しかないケースは，片方

の値を使用する。世帯所得または父母の教育年数のどちらかが欠損するケー

スは，片方のZスコアを平均値とする。両方とも欠損するケースは分析に含
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度数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
小4 国語偏差値 1896 52．8 9．9 21．0 74．0

算数・数学偏差値 1898 52．0 11．2 15．0 72．0
社会偏差値 1898 52．5 11．1 15．0 71．0
理科偏差値 1898 53．0 10．5 15．0 68．0

小5 国語偏差値 1919 52．2 8．6 26．0 72．0
算数・数学偏差値 1918 52．2 10．2 20．0 71．0
社会偏差値 1918 51．2 10．6 15．0 72．0
理科偏差値 1919 51．5 10．3 15．0 72．0

小6 国語偏差値 2345 51．2 9．2 18．0 70．0
算数・数学偏差値 2346 50．0 9．1 23．0 72．0
社会偏差値 2345 51．0 11．5 15．0 70．0
理科偏差値 2345 51．0 10．9 15．0 73．0

中1 国語偏差値 2510 52．8 10．1 15．0 73．0
算数・数学偏差値 2509 51．1 10．3 20．0 72．0
社会偏差値 2507 52．2 11．6 15．0 74．0
理科偏差値 2509 52．1 10．9 15．0 73．0

中2 国語偏差値 2105 51．4 9．1 20．0 71．0
算数・数学偏差値 2102 50．3 10．7 21．0 74．0
社会偏差値 2103 50．3 10．4 22．0 73．0
理科偏差値 2101 50．7 11．3 15．0 73．0
英語偏差値 2100 50．6 10．7 18．0 76．0

表１-３．学力スコアの基礎集計

めない。

また分析に応じて，このSES変数を四分位で分割し，下位（Lowest SES），

中下位（Lower middle SES），中上位（Upper middle SES），上位（Highest

SES）と称して用いる。
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2．パネルデータを用いた学習時間の「効果」の検証

2．1．問題関心

第２章では，学力に対する学習時間の効果について検討する。ここでいう

「効果」には２つの意味が含まれる。すなわち，（１）学力と学習時間の分散の

重なり（相関関係），（２）学習時間の変化にともなう学力の変化，の２つであ

る。前者は，一時点の横断的調査から得られるデータの分析である。後者

は，複数時点の追跡的調査（パネル調査）から得られるデータの分析であ

る。

パネルデータを用いることのメリットはいくつかあるが，因果推論の文脈

では「観察できない異質性」（unobserved heterogeneity）を取り除いた推

定が可能となるという点にある。本章では，固定効果モデル（fixed effect

model）についてみていこう。

例えば，学習時間（X）が学力（Y）に与える影響について検討する場

合を図2-1から考えてみる。計量経済学における固定効果モデルでは，図２

-１の〇で囲まれた部分である「観察できない異質性（U）」の影響を除去し

たうえで，学習時間（X）が学力（Y）に与える推定値を得ることが可能

となる１）。

一時点の横断的調査データを用いた通常の回帰分析において，従属変数と

独立変数との関係を偏りなく推定するためには，独立変数以外に従属変数と

関連がある要素はすべて統制しなければならない。しかし児童生徒の知能や

性格などの特殊性は，実際には指標化が難しい。例えば，児童生徒のパーソ

ナリティや知能の情報を質問紙調査によって得ることはできるだろうか。調

査票や質問項目を工夫すればある程度の側面までは可能かもしれないが，人

間の「個性」のようなものすべてを質問紙調査によって変数化し，回帰モデ

1）東京大学社会科学研究所SSJDA研究成果報告会２０１５において藤原翔が配布した
資料より着想を得た。
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図２-１．固定効果モデルのイメージ

ルに組み込むことは事実上不可能である。そのため横断的データによる回帰

分析では，誤差項の中に，観察されない異質性が混在したまま，独立変数と

従属変数との関係が推定されていることになる。そこでパネルデータを利用

すれば，観察できない異質性の影響を除去した推定値を得ることができるこ

とが知られている（山口 ２００４，北村 ２００５，中澤 ２０１２など）。

そこで本章では，小学６年生から中学２年生までの３時点のパネルデータ

を分析することで，学力への学習時間効果を把握する。

2．２．データと変数

表２-１で確認できるように，児童生徒の学力と学習時間がパネルデータ

として確保されているデータセットは小６から中２までの３時点である。

よって，ここでは主にこの３時点データを用いて分析を行う。

分析データは，学力（算数・数学，国語）と学習時間の変数が３時点すべ

て揃っているケースに限定し，完全なバランスデータを作成した。その結

果，分析ケース数は１８４４人である。記述統計量は表２-１に示した。

また，各変数の時点ごとの相関係数を表２-２に示した。これまでの報告

書（中西・耳塚２０２０），耳塚ほか ２０２２）で示してきたように，学力は時点
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度数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
算数・数学偏差値 小6 1844 50．6 8．9 24．0 72．0

中1 1844 52．0 9．8 20．0 72．0
中2 1844 50．8 10．6 21．0 74．0

国語偏差値 小6 1844 51．9 9．0 18．0 70．0
中1 1844 53．8 9．6 21．0 73．0
中2 1844 51．8 8．9 20．0 71．0

学習時間 小6 1844 1．5 0．7 0．0 3．0
（単位：時間） 中1 1844 1．5 0．7 0．0 3．0

中2 1844 1．4 0．8 0．0 3．0

表２-１．使用する変数の記述統計量

算数・数学 国語 学習時間
小6 中1 小6 中1 小6 中1

中1 0．834 ─ 0．817 ─ 0．355 ─
中2 0．755 0．804 0．787 0．812 0．268 0．473

表２-２．変数間の相関関係

注）全て0．1％水準で有意

間での相関係数が非常に高く，一度獲得した学力が個人内でほとんど変化し

ないことがうかがえる。さらに，学習時間の個人内での相関係数も高いこと

も把握できる。

2．３．パネルデータ分析

表２-４-１と表２-４-２は，それぞれ算数・数学と国語の学力偏差値を従属

変数に設定して，プールド回帰モデル，固定効果モデル，ランダム効果モデ

ルによる推定結果である。

計量経済学におけるパネルデータ分析では，プールド回帰モデル，固定効

果モデル，ランダム効果モデルの推定値を算出し，モデル間の推定値の差を

統計的に検討する。具体的には，以下のようである（松浦 ２０２１）。
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① プールド回帰モデルと固定効果モデルの比較はF検定

② プールド回帰モデルとランダム効果モデルの比較はブルーシュ=ペイ

ガン（Breusch and Pagan）検定

③ 固定効果モデルとランダム効果モデルの比較をハウスマン

（Hausman）検定

つまり，①F検定の結果が有意ならば固定効果モデルが採択され，②ブ

ルーシュ=ペイガン検定の結果が有意ならばランダム効果モデルが採択さ

れ，③ハウスマン検定の結果が有意ならば固定効果モデルが採択されること

になる。よって，表２-４-１と表２-４-２では，固定効果モデルが採択される

ことになるため，以下では固定効果モデルの結果を中心に記述していく。

算数・数学および国語の学力偏差値に対する学習時間の効果について，

プールド回帰モデルやランダム効果モデルを見ると統計的に有意ではある

が，固定効果モデルでは有意ではない。つまり，観察できない異質性すると

学習時間が変化しても学力は変化しないということになる。

同時に，sigma_u，sigma_e，rhoについても確認しよう。sigma_uは個体

特有効果の標準偏差，sigma_eは残差の標準偏差，それら２つの相関比が

rhoである。ここで重要なのはrhoであり，この数値が大きいほど固定効果モ

デルを用いた方が良いということを意味している。rhoの数値の高低の判断

は，絶対的な数値があるわけではないが，０．８を超えているため十分に高い

値だと判断できる。つまり，あらゆる指標を確認しても固定効果モデルを採

択すべきだと解釈できる。

JELS第一期調査で小３・小６・中３のパネルデータを用いた固定効果モデル

では，学習時間の効果は頑健に観測された（中西 ２０１７）。しかし，小６・中

１・中２を対象としたここでの分析では学習時間の効果は観測されなかった。

こうした相違の原因は，分析対象学年，地域，学力の測定方法などが想定され

る。現在，中３への追跡調査も実施しているため，今後の分析課題としたい。
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プールド回帰モデル 固定効果モデル ランダム効果モデル
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

学習時間（単位：時間） 1.462 0.176＊＊＊ 0.115 0.125 0.352 0.119＊＊＊
学年（ref.小6）
中1 1.293 0.321＊＊＊ 1.398 0.148＊＊＊ 1.380 0.148＊＊＊
中2 0.175 0.321 0.149 0.147 0.153 0.148

定数 48.518 0.342＊＊＊ 50.473 0.209＊＊＊ 50.130 0.285＊＊＊
sigma_u 9.078 8.605
sigma_e 4.474 4.474
rho 0.805 0.787
R 2 Within 0.029 0.028

Between 0.016 0.023 0.023
Overall 0.006 0.010

Number of obs 5，532
Number of groups 1，844
F test Ｆ値 12.20
（Pooled vs .Fixed ） Prob. 0.000
Breusch and Pagan test chibar2（01） 0.15
（Pooled vs. Random ） Prob. 0.695
Hausman test chi2（3） 37.61
（Fixed vs. Random ） Prob. 0.000

表２-４-１．算数・数学に対する学習時間の効果推定（小６～中２対象）

注）＊ｐ＜．05 ＊＊ｐ＜．01 ＊＊＊ｐ＜．001

プールド回帰モデル 固定効果モデル ランダム効果モデル
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

学習時間（単位：時間） 1.160 0.165＊＊＊ －0.024 0.113 0.169 0.108
学年（ref.小6）
中1 1.776 0.301＊＊＊ 1.868 0.134＊＊＊ 1.853 0.134＊＊＊
中2 －0.059 0.300 －0.082 0.134 －0.079 0.134

定数 50.232 0.321＊＊＊ 51.951 0.189＊＊＊ 51.670 0.264＊＊＊
sigma_u 8.544 8.138
sigma_e 4.054 4.054
rho 0.816 0.801
R2Within 0.069 0.068

Between 0.018 0.018 0.018
Overall 0.009 0.012

Numberofobs 5，532
Numberofgroups 1，844
Ftest F値 13.19
（Pooled vs .Fixed ） Prob. 0.000
BreuschandPagantest chibar2（01） 0.15
（Pooled vs .Random ） Prob. 0.695
Hausmantest chi2（3） 32.87
（Fixed vs .Random ） Prob. 0.000

表２-４-２．国語に対する学習時間の効果推定（小６～中２対象）

注）＊ｐ＜．05 ＊＊ｐ＜．01 ＊＊＊ｐ＜．001
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3．コロナウィルス感染拡大による世帯所得の変化とその影響

JELSは２０１９年に１回目の保護者調査を，２０２１年に２回目の保護者調査

を実施した。この間，世界規模で新型コロナウィルス感染が拡大し，日本社

会も大きな影響を受けた。雇用や所得などの経済的影響に加えて，外出自粛

や在宅勤務・在宅学習の普及により働き方や学び方が変わり，日常生活全般

が大きく変わった。そこで，本稿では家庭の経済的側面に注目し，世帯所得

の変化とその変化が子どもの学力や学校外教育費，保護者の希望する学歴達

成に与えた影響について検討する。

３．1．新型コロナウィルス感染症の流行

最初に新型コロナウィルス感染の発生から２０２１年末までの経過について

概観する。新型コロナウィルスは２０２０年１月に中国武漢で原因不明の肺炎

患者が多数確認されたことに端を発し，その後，全世界に拡大した。日本で

は２０２０年２月にすべての小中高等学校に対して政府が臨時休校を要請し，

図３-１ 新型コロナウィルス感染症陽性者数
（２０２０年１月１６日～２０２１年１２月３１日）

出典：厚生労働省，新型コロナウィルス感染症について オープンデータ新規陽性者数の推移（日
別）から作成

（人）
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入試，卒業式，入学式の実施の変更や延期を求めた（文部科学省，２０２０）。４

月になると大都市圏を中心に感染者，死者数が増加し東京，大阪など７都府

県に緊急事態宣言が出され，その後全国に拡大した。

２０２０年５月には全ての区域で緊急事態宣言が解除されたが，２０２１年１月

に感染者が再び増加したため２回目の緊急事態宣言が一部の区域に出され

た。２回目の緊急事態宣言は２０２１年３月に解除されたものの，２０２１年４月

には一部の地域に３回目の緊急事態宣言が出された。２０２１年２月から医療

従事者を対象にワクチン接種が開始されたが，周期的にコロナウィルス感染

者は増加しており，現在でも生活や社会に影響を及ぼしている。

３．２．世帯所得とその変化

図３-２は２０１９年調査と２０２１年調査の世帯所得である。

１９年調査で最も多かったのは「４００万～５００万未満」で１６．３％であった。

２１年調査では「４００～５００万円」未満は１２．９％に減少し，最も多かったのは

「５００万～６００万円未満」で１４．５％，「６００万～７００万円未満」が１３．６％，

図３-２ ２０１９年調査と２０２１年調査の世帯所得
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「７００万～８００万円未満」が１３．２％と続いた。また，「１０００万円以上」とい

う層が１１．８％に増加していた。各選択肢の中央値（４００-５００万未満なら

４５０万）を用いて平均を計算すると，１９年調査では６２７万円，２１年調査で

は６５４万円となり，２７万円増加していた。

コロナ感染拡大の影響により製造業，飲食・宿泊業，運輸業などでは活動

が停滞したが，企業の多くは年功的な賃金形態を採用しており，補助金や助

成金が支給されたこともあり，世帯所得そのものは高くなっていた。５００万

円未満という世帯は減少し，６００万円上の世帯が増加していた。

全体的に世帯所得は上昇していたが，それぞれの家庭ではどのような変化

があったのだろうか。世帯所得は平均すると２７万円上昇していたが，すべ

ての家庭で上昇したというわけではない。増加した家庭もあれば減少した家

庭，変化がなかった家庭もある。この点についてみたのが図３-3である。

カテゴリーが一つ上方に変化した場合を「やや増加」，上方に二つ以上変化

した場合を「大幅に増加」，一つ下方に変化した場合を「やや減少」，下方に

２つ以上変化した場合を「大幅に減少」とした。

１９年調査時の世帯所得を基準とした場合，２１年調査で増加した世帯は

図３-３ 世帯所得の変化
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４１．７％（大幅に増加１４．７％，やや増加２７．０％），減少した世帯は２１．５％

（大幅に減少７．３％，やや減少１４．２％），変わらないという世帯が３６．９％で

あった。

１９年調査時点の世帯所得別に変化の状況を詳しく見てみると，６００万円未

満の世帯で「大幅に増加」「やや増加」という世帯が多く，「９００～１０００万円

未満」でも４６．２％が増加（「大幅に増加」８．６％，「やや増加」３７．６％）して

いた。一方，「６００-９００万円未満」では，増加した世帯は他の世帯と比較し

て少なく，「大幅に減少」「やや減少」という世帯が多かった。コロナ感染拡

大による所得減少の影響は「６００万円～９００万円未満」で大きかった。

３．３．世帯所得の変化と学力

世帯所得の変化と子どもの学力との関係についてみてみる。保護者の所得

の変化が子どもの学力に直接，関係するとは考えにくい。しかし，世帯所得の

減少により家庭内の雰囲気が悪くなった，学校外教育費を制限せざるを得な

かった，という状況を引き起こし間接的に影響することはありうるだろう。

図３-４に示すとおり「６００万-９００万円未満」「９００万円以上」の世帯では

世帯収入の増減と子どもの学力との関連はほとんどみられなかった。１９年

図３-４ ２０１９年の世帯所得別にみた世帯所得の変化と子どもの学力

偏差値
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偏差値

図３-５ 保護者の学歴別にみた世帯所得の変化と子どもの学力

調査で世帯所得が６００万円未満の場合，減少した家庭の子どもの学力はもと

もと低めであり，その後もその状態は継続していた。世帯所得が「４００万円

未満」の層では所得が減少した場合，学力は２０年に４６．１に低下していた。

これはコロナ感染拡大により学校が休校となりそれに変わる環境を家庭で整

えることが難しかったためだと考えられるが，一時的な影響であり２１年に

は４８．５へと回復していた。

図３-５は保護者の学歴を「両親とも四大卒以外」，「父親か母親のどちら

かが四大卒」「父母ともに四大卒」の３つにわけて，世帯所得の変化と子ど

もの学力との関係をみたものである。保護者の学歴が高いほど子どもの学力

は高くなるが，世帯所得の変化との間に関連はみられなかった。

３．４．世帯所得の変化と学校外教育費

学校外教育費を学習塾や通信教育など受験科目に関係する「習い事以外」

とピアノや水泳など受験科目には関係ない「習い事」の２つに分けて支出額

をみてみた。

全体的な傾向として，「習い事以外（学習塾など）」は支出額が増加してお

り，逆に「習い事」は減少していた。「習い事以外」は２０１９年に比べて世帯

収入の増減状況によりばらつきがみられ，「４００万円未満」「４００万～６００万

１４ 桃山学院大学社会学論集 第57巻第2号



（円）

図３-６ 世帯所得の変化と学校外教育費

円未満」「６００万円～９００万円未満」では世帯所得が減少した場合，支出額を

抑える傾向があった。「４００万円未満」の家庭ではほとんど支出していな

かった。

「習い事」については世帯収入，さらにはその変化の状況に関わらず支出

額は低下していた。中学生になり習い事をやめて学業に専念するケース，コ

ロナ感染症の影響でスポーツクラブなどが活動を自粛・停止したり，感染を

恐れて習い事をやめたことが影響していると考えられる。

世帯所得「４００万円未満」の家庭で世帯所得が減少している場合，「習い

事以外（学習塾など）」への支出はほとんどなかったが，「習い事」にかける

費用は微減であり，習い事を優先させている家庭もあった。

父母の学歴別では，「父母四大以外」「父親か母親のどちらかが四大卒」で

は世帯所得が減少している場合，変化なしや増加しているグループと比較し

て「習い事以外」への支出は少額であった。しかし，「両親四大卒」では支出

額が一番多かった。両親とも四大卒の場合，比較的世帯所得が高い場合が多

いため，世帯所得が減少しても学校外教育費を制限する必要はないのだろう。

「習い事以外（学習塾など）」にかける費用は世帯所得が減少した場合，

保護者の学歴に影響される可能性があり，親の学ぶことに対する意識や学歴

達成希望を反映している。
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図３-７ 保護者の学歴別にみた学校外教育費の変化

３．５．世帯所得の変化と進路希望

世帯所得の変化は子どもの進学先に影響を与えるのだろうか。図３-８は

保護者が希望する子どもの進学先として四年制大学を希望する保護者の割合

を示したものである。

１９年調査で世帯所得が「４００万円未満」「４００～６００万円未満」で，その

後，世帯所得が減少した家庭は，子どもを四年制大学に進学させたいと考え

る保護者は少なく，２１年調査でもその傾向は変わらなかった。世帯所得が

「６００万～９００万円未満」では，所得が減少した場合，子どもの四大進学を希

望する保護者は５７．４％から６９．０％に増加していた。しかし，「９００万円以

上」では所得が減少するとその割合は８０％から７４．１％に減少していた。

保護者の学歴別にみてみると，「父親か母親のどちらかが四大」を卒業し

ており，世帯所得が減少した家庭では，１９年調査では四大を希望する保護

者の割合は６６．４％であったが，２１年調査では７７．８％に増加していた。「父母

四大」の場合，世帯所得が減少しても四大を希望する割合に変化はなかった。

１９年調査で世帯収入が「６００万～９００万円未満」でその後世帯収入が減少

したグループと「父親か母親のどちらかが四大卒」のグループは重なる部分

が多く，父親が正社員，母親はパート勤務で，母親が無職，あるいは労働時
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図３-８ 世帯収入の変化と四大進学を希望する保護者の割合

間が短くなり収入が低下したケースが多いと考えられる。一時的に世帯収入

が減少しても，経済が回復すれば世帯収入も増加する可能性が高く，子ども

の四大進学に積極的である。

３．６．さいごに

コロナウィルス感染発生前の２０１９年と発生後の２０２１年における世帯所得

の変化とその影響についてみてきた。

１９年調査と２１年調査の世帯収入を比較すると世帯収入の分布は右側にシ

フトしており，平均では２７万円上昇していた。日本企業は年功要素を給料

に反映させることが多いため，年齢が２歳上昇したため賃金も上がってお

り，政府が給付金制度を整備して生活支援に乗り出したことも影響している

だろう。

世帯内での変化については，上昇した家庭が４割強，減少した家庭が２

割，変わらないという家庭が２割であった。世帯収入は「１００万円未満」か

ら１００万円毎に刻んだカテゴリーから選択するという方法を用いたため詳細

な変化を捉えてはいない。また平常時であれば上昇したであろう収入を十分

捉え切れていないため，コロナ感染拡大による世帯収入の変化を過小評価し

ている可能性はある。
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２０１９年当時の世帯所得別にみてみると「６００万～９００万円未満」という層

で減少した割合が高かった。この層は夫が正社員，妻は非正規就労という組

み合わせが多く，妻の収入が減少したことによる部分が大きい。

世帯所得の変化は子どもの学力や学歴達成希望に限定的ではあるが，以下

のような影響を与えていた。

Ⅰ．世帯収入４００万円未満の層では２０２０年に一時的に学力は低下したが，

２０２１年には回復を示した。コロナによる突然の学校休校に家庭サイド

が対応できず，ITC環境も不十分であったため一時的に学力の低下が生

じたと思われる。

Ⅱ．世帯収入が６００万円未満の家庭で世帯収入が減少した家庭の子どもは

２０１９年調査の時点で学力は低めであった（図３-４）。元々家庭環境・世

帯所得ともに不安定で何らかの減少につながる原因を有していたと考え

られる。

Ⅲ．世帯収入が低い家庭では世帯収入が減少した場合，学校外教育費を制限

する傾向が認められた（図３-６）。

Ⅳ．９００万円以上と世帯所得が高い層でも世帯所得が減少すると子どもの四

大進学を断念する家庭もあるが，保護者のどちらか一方，あるいは両方

が四大卒の場合，四大進学希望は世帯所得減少の影響は受けにくい。

家庭の経済状況と学力や学歴達成との関係については研究蓄積も多く，経

済状況が悪化した場合，低所得層の子どもに負の影響が出やすい（Aucejo

et al，２０２０）。本研究でも世帯所得の低い家庭の子ども達に影響が出やすい

ことが明らかになった。

世帯所得の変化に加えて親の転職や失業も子どもに何らかの影響を与えて

おり，親が下方の職業移動を経験すると子どもは仕事や教育についての価値

を低下させる可能性がある（Kuhfeld，et al，２０２０），親が非自発的な失業を経

１８ 桃山学院大学社会学論集 第57巻第2号



験した場合，留年や停学・退学の可能性が高まる（Kalil ＆ Ziol-Guest，

２００５）ことなどが報告されている。本研究では検討することはできなかった

が，親の転職や失業の影響についても検討する必要があるだろう。

本稿では保護者の世帯所得の変化が子どもに与える短期的な影響について

検討してきたが，高校進学や卒業後の進路にまで影響する可能性がある。不

利な状況にある子どもへの支援とともに，コロナウィルス感染拡大が引き起

こした中長期的な影響についても検討する必要があるだろう。

４．ジェンダーによる数学に対する意識の差異

４．1．問題関心

大学の専攻分野に見られる男女差は多くの国で見られる現象だが，日本は

その中でも深刻である。２０２１年度，日本の大学（学部）の理学部における

女子比率は２７．８％，工学部における女子比率は１５．７％である（内閣府

２０２２）。このような理数系分野に進む女性の少なさの一つの要因として，科

目への興味関心や意欲などの要因が指摘されている（河野 ２００９，伊佐・知

念 ２０１４）。よって，本稿では中学生の数学に対する意識のジェンダー差に着

目し，以下の問いを明らかにする。（１）ジェンダーによる数学に対する意識

の差異はあるのか，（２）ジェンダーによる「数学の勉強は好き」は学年でど

のように推移するのか，（３）「数学の勉強は好き」と学力の関連はどの程度

あるのか。

４．２．ジェンダーによる教科に対する意識の差異

まず，男女で数学に対する意識の差異が異なるか見てみよう。質問は，

「数学についてどのように思っていますか」で，その中に「数学の勉強は好

きだ」「数学の勉強は大切だ」「数学の授業の内容はよく分かる」「数学の授

業で学習したことは，将来，社会に出た時に役に立つ」と４つの項目が含ま

れている。どの質問項目も回答項目は「あてはまる」「どちらかといえば，
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あてはまる」「どちらかといえば，あてはまらない」「あてはまらない」の四

段階である。図４-１-１から図４-１-４は，それぞれの項目の回答傾向を男女

別々に示したものである。

数学に対する意識はどの項目でも，男子が女子より高いことが確認でき

る。特に「勉強は好き」「授業の内容はよく分かる」でジェンダーによる差

が顕著である一方，「勉強は大切」「学習したことは役に立つ」では，ジェン

ダーによる差が相対的に小さい。意識の中でも，女子は特に苦手意識や嫌悪

感を抱きやすいということである。よって，これ以降の分析は，性差が最も

大きかった「数学の勉強は好き」を用いることとする。

図４-１-１．ジェンダー別にみた「数学の勉強は好き」の分布

図４-１-２．ジェンダー別にみた「数学の勉強は大切である」の分布
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４．３．ジェンダーによる「数学の勉強は好き」の推移

ジェンダーによる「数学の勉強は好き」はどの段階で大きくなるのだろう

か。図４-２-１から図４-２-３は「数学の勉強は好き」に対する男女別の回答

傾向を，学年ごと（小６，中１，中２）に示したものである。

ジェンダーによる数学に対する意識の差は，小６で既に大きいことが確認

できる。数学に対する意識の性差は，小６・中１・中２でほぼ同程度である。

また，学年が上がるにつれて，男女とも「数学に対する勉強が好きでない」

という割合が増えていることも読み取れる。

図４-１-３．ジェンダー別にみた「数学の授業はよく分かる」の分布

図４-１-４．ジェンダー別にみた「数学の授業で勉強したことは，将来社会に出た
時に役に立つ」の分布
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図４-２-１．ジェンダー別「算数の勉強は好き」（小６）

図４-２-２．ジェンダー別「算数の勉強は好き」（中１）時に役に立つ」の分布

図４-２-３．ジェンダー別「算数の勉強は好き」（中２）
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モデル1 モデル2
B ベータ B ベータ

定数 51.035＊＊＊ 41.672＊＊＊

男子 －0.708 －0.033 －2.521＊＊＊ －0.118
SES 3.527＊＊＊ 0.326 3.022＊＊＊ 0.280
数学の勉強が好き 3.994＊＊＊ 0.391
調整済みR2 0.105 0.249

表４-３-１．数学学力の規定要因

注）＊ｐ＜．05 ＊＊ｐ＜．01 ＊＊＊ｐ＜．001

４．４．数学に対する意識と学力の関連

では，これまで見てきた「数学の勉強は好き」といった数学に対する意識

は学力とどのような関連があるのか，重回帰分析を用いて確認する（表４-３

-１）。「数学の勉強は好き」を従属変数として，モデル１では，性別とSES

（家庭背景），モデル２では，それらに「数学の勉強は好き」を加える。

モデル１より，家庭背景の影響を統制すると数学学力には男女で有意な差

がないことが確認できる。モデル２より，「数学の勉強が好き」は数学学力

の大きな規定要因であり（「数学が好き」度合いが一段階上がると，数学の

学力は４点高い傾向がある），その影響力はベータ値からSESより大きいこ

とが分かる。R2値から，「数学の勉強は好き」をモデルに加えると，数学の

学力の分散の説明率が倍以上になることが確認できる。また，子供のSESと

「数学の勉強は好き」を統制すると，数学学力は女子の方が２．５ポイント有

意に高くなる。つまり，仮に女子が男子と同程度「数学の勉強は好き」であ

れば，女子の方が数学学力が高くなるということである。

本章の知見をまとめると，家庭背景を統制しても「数学の勉強は好き」は

数学学力と強い関連がある。しかし，その「数学の勉強は好き」という意識

は性別により違いがみられ，男子の方が「数学の勉強は好き」に対して「あ

てはまる」と回答する割合が高く，女子の方が「あてはまらない」と回答し
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ている割合が高い。また，この数学に対する意識の性差は中学入学前の小６

で，既に同程度見られる。これらの知見から，大学の専攻分野に見られる男

女差を縮小するには，大学の入試や高校の文理選択の改革も重要であるが，

同時により早い段階で，例えば小学校で特に女子に対する数学の意識を変え

ていくような取り組みや，教員の関わり方も重要であることが示唆される。

5．進学を希望する高校についての分析

５．1．はじめに

中学生の進学希望に関する先行研究の大半は，中学２，３年生を調査の対

象とし，高校の選択や将来の進学希望（教育期待）を分析してきた（耳塚

１９８４＆１９８６，苅谷１９８５＆１９８６，中村ほか２００２，耳塚２００６，中島２００６，森

２０１４，王２０１４，耳塚ほか２０２２など）。高校入学以前に，「どの高校に進学す

るかが高卒後の進路意識を規定する」という「入学以前の効果」の存在も指

摘された（苅谷 １９８５）。１９８０年代の先行研究は，主に学業達成または学業

の変化，高校選択，将来の教育期待・職業期待を考察し，成績の変化と大学

進学希望の変化との関連（耳塚１９８４），学業達成が将来の教育期待，職業期

待に及ぼす影響（苅谷 １９８６）などを実証していた。２０００年代以降の先行研

究の多くは，高校への進学選択より将来の進学希望に着目し，成績のほか，

家庭の養育環境，経済力，親の教育水準，通塾などの学校外要因の影響を考

察の射程に入れた。むろん，進学における男女差が解消されないなか，ジェ

ンダーも重要な視点の一つである。

本章では，対象コーホートが中学２年生の秋ごろに回答した高校への進学

希望を考察する。考察は既存研究がよく着目する進学希望の男女差，階層差

にフォーカスするが，県内トップレベルの進学校への進学を希望するかどう

かの分析に重点をおく。周知のように，日本では進学校という軌道に乗らな

いと，難関大学へ進む道が狭い。女子の四年制大学進学率は大きく上昇した

ものの，依然男子より低く，難関大学と大学院の女子割合はさらに低い。女
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子の進学問題は進学率ではなく，どこに進学するのかにシフトしている。本

節の後半では，トップ進学校への進学希望の規定要因を分析し，男女差，階

層差，および二者の交互作用の検証に力を入れる。

調査票では，「あなたは，中学卒業後どのような高校への進学を希望して

いますか」という設問の選択肢として，市内１７高校等（１つの国立高専を

含む）の学校名，「県内ほかの公立高校」，「その他」，「高校には進学せず働

く」が用意されている。進学希望者（２５５３名）の高校進学の第一希望校の

度数分布は図5-１に示す。この質問を回答しなかった対象者は４１１名で，

全体の１６．１％を占める。「高校には進学せず働く」（計１１名，図5-１に含

まれていない）という選択肢もあるなかで，この質問を回答しなかった対象

者は，中学校卒業後の進路について調査時点ではまだ明確になっていないか

と推測する。「その他」を選んだ回答者は２１７名で，全体の８．５％を占める。

市内１７高校等と「県内ほかの公立高校」を第一希望校にした回答に限定し

高校等の設置者をみると，県内公立高校等の希望者は１８３６名，私立高校の

希望者は８９名である。私立高校が多く設置される大都市圏と違って，B市

のほとんどの中学生にとって公立校が当然の進学先となる。そのうち，A高

校は県内トップレベルの進学校として知られている。

続いて，学校名が明確であるA高校からQ高校までの市内１７の高校等を

第一希望校にした対象者の５教科偏差値（２０２２年度）の平均をそれぞれ求

め，希望者の偏差値の平均が６０以上の高校をⅠ類（A高校のみ），希望者の

偏差値の平均が５０以上の高校をⅡ類（６校），希望者の偏差値の平均が５０

未満の高校（１０校）をⅢ類とするように１７高校等を分類した2）。この１７校

2）詳細は，付表の通りである。

学校 A高校 E高校 L高専 K高校 B高校 G高校 O高校 M高校 C高校 Q高校 I高校 H高校 D高校 F高校 J高校 N高校 P高校
希望者の偏
差値の平均

60.5 56.3 54.5 53.7 51.9 50.8 50.7 49.4 47.4 47.3 47.1 45.2 43.1 42.0 41.7 38.8 37.0

分類 Ⅰ類 Ⅱ 類 Ⅲ 類

付表．希望者の５教科偏差値の平均値に基づく高校の分類
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を第一希望校とした対象者は，生徒票回答者の７割弱を占める。以下の分析

では，調査時点で第一希望校を明確に回答したこれらの対象者に限定する。

５．２．分析

表５-１は性別と偏差値と第一希望校３類型との三重クロス集計表を示す。

男子と女子のそれぞれの合計を比較すると，偏差値の低いⅢ類高校の希望率

には僅かな差しかなく，Ⅰ類とⅡ類高校の希望率には男女差が見られる。女

子と比べ，男子のⅠ類の希望率は４．４％高い。また，偏差値６０以上の男子

の第一希望校のⅠ類の割合（４３．８％）は女子のそれ（３４．４％）より，９．４％

高い。偏差値６５以上の生徒の男女別第一希望校の分布を見ても，Ⅰ類への

進学を希望する女子の割合は男子より９．５％低いことが示される（表５-２）。

Ⅰ類高校の希望率が低い代わりに，高偏差値女子のⅡ類とⅢ類高校への希望

率が相対的に高い。

図５-１．高校進学の第一希望校の回答（n=２５５３）
注１：図５-１は中２の秋ごろに実施した生徒質問紙調査のデータのみ使用している。表１～表６は

各年度の学力，生徒票，保護者票のデータを接続したパネルデータを使用している。
注２：調査票では，A高校からQ高校までは学校の実名を挙げている。

２６ 桃山学院大学社会学論集 第57巻第2号



表５-３は性別とSESと第一希望校３類型との三重クロス集計表である。

SESと第一希望校との関連（「全体」）をみると，SES下位層と中下位層の結

果が類似し，Ⅲ類高校の希望率が５割半ほど高く，Ⅰ類高校の希望率が６％

台に留まる。SES中上位層は下の階層と比べ，Ⅲ類高校の比率は１０％以上

低く，Ⅱ類高校の比率は１０％前後高く，Ⅰ類高校の希望率（８．９％）はやや

高い。それに対して，SES上位層はⅠ類高校の希望率は２２．９％でほかの３

つの階層の１０％未満を大きく上回り，Ⅲ類高校の希望率はほかの階層より

ずっと低い。また，同じSES上位層の子どもであっても，男子のⅠ類高校の

希望率（２６．６％）は女子（１８．８％）より７．８％高く，Ⅱ類高校の希望率

（４４．３％）は女子（５３．８％）より９．５％低い。ほかの３つの階層の状況を見

第一希望校の分類
合計Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

50未満 3．9％ 30．0％ 66．1％ 100．0％

男子
5教科偏差値 50－59 10．5％ 49．3％ 40．1％ 100．0％

60以上 43．8％ 49．6％ 6．6％ 100．0％
合計 13．3％ 40．6％ 46．1％ 100．0％

50未満 1．0％ 28．5％ 70．5％ 100．0％

女子
5教科偏差値 50－59 3．9％ 56．5％ 39．6％ 100．0％

60以上 34．4％ 55．4％ 10．2％ 100．0％
合計 8．9％ 45．7％ 45．4％ 100．0％

表５-１．性別と偏差値と第一希望校３類型（n=１５７３）

第一希望校
合計Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

男子
度数 31 18 1 50
％ 62．0％ 36．0％ 2．0％ 100．0％

女子
度数 31 24 4 59
％ 52．5％ 40．7％ 6．8％ 100．0％

合計
度数 62 42 5 109
％ 56．9％ 38．5％ 4．6％ 100．0％

表５-２．偏差値６５以上の生徒の男女別第一希望校の分布

X２=１．９２７
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第一希望校の分類
合計Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

SES下位 8．4％ 35．9％ 55．7％ 100．0％
男子 SES中の下 7．8％ 36．3％ 55．9％ 100．0％

SES中の上 11．6％ 45．3％ 43．1％ 100．0％
SES上位 26．6％ 44．3％ 29．1％ 100．0％
SES下位 4．3％ 36．0％ 59．7％ 100．0％

女子 SES中の下 5．2％ 40．8％ 54．0％ 100．0％
SES中の上 6．5％ 50．3％ 43．2％ 100．0％
SES上位 18．8％ 53．8％ 27．4％ 100．0％
SES下位 6．2％ 36．0％ 57．8％ 100．0％

全体 SES中の下 6．5％ 38．5％ 55．0％ 100．0％
SES中の上 8．9％ 47．9％ 43．2％ 100．0％
SES上位 22．9％ 48．8％ 28．3％ 100．0％

表５-３．性別とSESと第一希望校３類型（n=１４７５）

X２=５５．９７６＊＊＊

ても，同じ階層の場合，男子のⅠ類高校の希望率は女子より高く，女子のⅡ

類高校の希望率は男子と同じレベルか男子より高いことがわかる。

表５-４は，性別と第一希望校３類型と将来の進学希望との関連を示すク

ロス表である。まず男女を問わずⅠ類高校希望者の難関大学と大学院志向率

の合計は，Ⅱ類，Ⅲ類高校希望者のそれを大幅に上回り，男子３２．１％，女

子３３．４％である。Ⅰ類高校希望者の将来の進学希望の「決まっていない」

比率に４％の男女差があるため，上記の３２．１％と３３．４％は同じレベルにあ

ると言ってもよい。また，Ⅰ類への進学を希望する女子の４年制大学（６年

制を含む）の志向率（４８．６％）は男子（３９．４％）より９．２％高い。つまり，

トップ進学校への進学を希望する女子は，男子よりいっそう高い将来的進学

希望をもつという結果である。対して，Ⅱ類高校を希望する男子は同じⅡ類

高校を希望する女子と比べ，難関大学と大学院の希望率がやや高い。Ⅲ類高

校を希望する男子は同じⅢ類高校を希望する女子と比べ，難関大学と大学院

の希望率がやや高く，４年制大学の希望率も８％以上高い。

偏差値６５以上の生徒に限定して，性別と第一希望校３類型と将来の進学

希望とのクロス表を確認したところ，難関大学と大学院の志向率の合計に
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１２．４％の男女差が示された（男子３６．０％，女子２３．８％）。偏差値の高い女

子の将来の進学希望に留意する必要があろう。加えて，男子の８％（４人）

と女子の１１．９％（７人）はⅡ類またはⅢ類高校への進学を希望し，かつ高校

卒業後進学しないまたは２年制の高等教育機関への進学を希望することがわ

かった（表５-５）3）。

3）高校卒業後進学しないまたは２年制の高等教育機関への進学を希望する１１人の
世帯所得を確認した。世帯所得５００万円未満の生徒は４人に留まる。

将来どこまで進学したいですか
合計

高等学校 専門学校・
各種学校

短大・
高専

4年制大
学（6年制
も含む）

難関の4
年制大学
（6年制も
含む）

大学院 その他 決まって
いない 無回答

Ⅰ類 5.5％ 4.6％ 1.8％ 39.4％ 21.1％ 11.0％ 16.5％ 100.0％

男子
第一希望校 Ⅱ類 12.0％ 6.9％ 9.9％ 38.7％ 2.1％ 6.9％ 23.1％ 0.3％ 100.0％

Ⅲ類 25.8％ 13.3％ 8.1％ 21.7％ 0.5％ 4.2％ 25.6％ 0.8％ 100.0％
合計 17.6％ 9.6％ 8.0％ 30.9％ 3.9％ 6.2％ 23.4％ 0.5％ 100.0％

Ⅰ類 1.4％ 4.2％ 48.6％ 15.3％ 18.1％ 12.5％ 100.0％

女子
第一希望校 Ⅱ類 6.8％ 15.7％ 11.7％ 42.8％ 1.6％ 3.5％ 17.6％ 0.3％ 100.0％

Ⅲ類 17.8％ 33.0％ 9.7％ 13.2％ 2.2％ 0.3％ 23.5％ 0.3％ 100.0％
合計 11.3％ 22.6％ 9.7％ 29.8％ 2.1％ 4.2％ 0.1％ 19.9％ 0.2％ 100.0％

表５-４．性別と第一希望校３類型と将来の進学希望（n=１６３６）

X２=１７５．７０９＊＊＊

将来どこまで進学したいですか

高等学校 専門学校・
各種学校

短大・
高専

4年制大
学（6年制
も含む）

難関の4
年制大学
（6年制も
含む）

大学院 決まって
いない 合計

Ⅰ類 24．0％ 22．0％ 8．0％ 8．0％ 62．0％

男子
第一希望校 Ⅱ類 4．0％ 2．0％ 20．0％ 4．0％ 2．0％ 4．0％ 36．0％

Ⅲ類 2．0％ 2．0％
合計 4．0％ 4．0％ 44．0％ 26．0％ 10．0％ 12．0％ 100．0％

Ⅰ類 25．4％ 10．2％ 8．5％ 8．5％ 52．5％

女子
第一希望校 Ⅱ類 1．7％ 5．1％ 1．7％ 22．0％ 5．1％ 5．1％ 40．7％

Ⅲ類 3．4％ 3．4％ 6．8％
合計 1．7％ 8．5％ 1．7％ 47．5％ 10．2％ 13．6％ 16．9％ 100．0％

表５-５．偏差値６５以上の生徒の男女別第一希望校別将来の進学希望（n=１０９）

X２=３２．８６５＊＊＊
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続いて，ロジスティック回帰分析を用いて，Ⅰ類のA高校への進学を希望

するかどうかの規定要因を分析した。従属変数は「A高校への進学を希望す

る」を１，「希望しない」を０とする。独立変数として，男子ダミー，SES，

男子ダミーとSESの交互作用項，５教科偏差値，および「将来の進学希望」

（将来進学したい学校を教育年数に変換している）を統制する。

分析結果は表５-６の通りである。男子ダミーはモデル１では０．１％水準

で統計的に有意であるが，モデル２でSESと１つの交互作用項，モデル３で

偏差値，モデル４で将来の進学希望をさらに統制しても統計的に顕著に有意

である。男子ダミーのBの値はモデル１とモデル２ではほぼ同じで，偏差値

を統制してやや増大したが，将来の進学希望をさらに統制すると若干小さく

なっている。そのオッズ比を見ると，モデル１とモデル２では，男子がA高

校を希望する確率は女子の約１．７倍であるが，モデル３とモデル４では２倍

前後に上がった。SESはモデル３で偏差値を統制しても統計的に有意である

が，さらにモデル４で将来の進学希望を統制すると，統計的に有意でなくな

る。つまり，A高校への進学希望において，性別の影響はこれらの要因をす

べて統制しても顕著に現れてしまうが，SESの影響は偏差値と将来の進学意

欲を媒介とする。ただし，男子ダミーとSESの交互作用項は統計的に有意で

ない。ここで見られるジェンダーギャップは家庭の経済文化状況を問わず，

一般的に存在するものかと推測する。

さらに詳しくみると，モデル３で偏差値を統制したことによって，SESの

係数は大きく減少している。A高校への進学希望におけるSESの顕著な影響

は主に偏差値を媒介とするといえる一方，SESと偏差値との関連の強さも示

唆される。モデル４で将来の進学希望を統制したことによって，SESは統計

的に有意でなくなった結果も，SESと将来の進学希望との関連の強さを示唆

する。こうしたSESの影響を親の教育水準と世帯所得に分解し，さらに分析

モデルを構築してみた。どちらかを統制する場合，いずれも統計的に有意で

あるが，両方ともに統制した場合，親の教育水準のみ統計的に有意であると
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モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
Ｂ Exp（B） Ｂ Exp（B） Ｂ Exp（B） Ｂ Exp（B）

男子ダミー .548＊＊ 1.730 .542＊ 1.720 .732＊＊ 2.078 .648＊＊ 1.912

SES .700＊＊＊ 2.014 .394＊ 1.484 .277 1.319

男子ダミー×SES -.041 .960 -.116 .890 -.078 .925

5教科偏差値 .173＊＊＊ 1.188 .158＊＊＊ 1.172

将来の進学希望 .382＊＊＊ 1.465

定数 -2.297＊＊＊ .101 -2.509＊＊＊ .081-12.226＊＊＊ .000-17.269＊＊＊ .000

-2対数尤度 843.73 793.249 645.297 622.657

Cox-Snell R2乗 .008 .050 .163 .179

Nagelkerke R2乗 .015 .096 .314 .345

表５-６．A高校への進学希望の規定要因分析（n=１１６９）

＊ｐ＜．05 ＊＊ｐ＜．01 ＊＊＊ｐ＜．001

いう結果が示された（表略）。

５．３．終わりに

質問紙調査が実施されたのは中学２年生の秋ごろである。その後，成績の

変化や進学指導を受けることによって，対象者の高校進学希望も将来の進学

希望も変化し，再形成する可能性がある。とはいえ，ほかの中学３年生の関

連調査と研究においても，進学希望の男女差と階層差の存在が確認されてい

る。

前述したように，中学校段階では成績優秀な女子は男子より多くいるにも

かかわらず，トップ進学校への進学を希望する確率が低い。進学校への進学

を希望する成績上位（偏差値６５以上）の女子も，難関大学と大学院への進

学を希望する比率が男子より12％以上低い。難関大学と大学院の女子割合

が非常に低いという日本社会の現状を問題視するなら，やはり優秀ながら高

い進学志向をもたない女子生徒に対する進学指導が必要である。根底には，

カリキュラム等を通した男女平等意識の形成，女性リーダーの養成などの課

題の議論につながるかと思う。世帯所得の影響の是正について，高校実質無
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償化や高等教育の修学支援新制度の情報周知を介して一定の効果が得られる

だろうが，親の教育水準の影響は学力と強く関連しているのもあり，進学指

導によって改善されるものか疑問に思う。高校選択において校則や多様性が

重視される昨今，進学指導の改善は容易ではなかろうが，課題の存在を意識

した進学指導の更なる模索が期待される。
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This is the third research report of the Japan Education Longitudinal
Study (JELS). We have selected a regional core city (with a population of
approximately 350,000) as our study area to conduct a study aimed at
obtaining prescriptions for reducing the achievement gap. This study is a
follow-up study; the first wave of the study targets fourth-grade
elementary school students (2009-born cohort) in the 2018 school year, and
we conduct a panel survey that follows them every year until the said
grades graduate from junior high school. In this paper, we develop an
analysis using panel data from fourth grade through eighth grade.
The structure of this paper is as follows.

Chapter 1：Overview of the survey
Chapter 2：Examining the “effect” of Learning Time with the JELS Panel

Data
Chapter 3：Changes in Household Income and Its Impact on the Spread of

Coronavirus Infection
Chapter 4：Differences in Attitudes toward Mathematics by Gender
Chapter 5：Analysis of High Schools to Which Students Prefer to Enter
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